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3.5 市町村別被害分布図

図 3.5-1～図 3.5-2 に市町村別建物被害数、図 3.5-3～図 3.5-4 に市町村別人的被害数を示す。

図 3.5-1 市町村別建物被害
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図 3.5-2 市町村別建物被害
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図 3.5-3 市町村別人的被害
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図 3.5-4 市町村別人的被害
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4. 減災対策の基本的方向性及び課題

被害想定調査結果を踏まえ、避難意識の向上や避難開始時間の短縮等の自助の取組だけでな

く、避難ビルの指定、避難タワーの整備、及び要配慮者等の迅速避難に資するための車避難の

ルール化など、共助・公助の取組を組み合わせて、犠牲者ゼロを目指していく。

被害想定調査結果を踏まえ、本報告書では、被害想定調査を基に市町村が具体的な減災対策の

検討に着手できるようにするため、「減災対策の基本的方向性や課題」を示することとする。

地震・津波による犠牲者をゼロにするためには、以下に示すとおり、自助による取組だけでな

く、指定緊急避難場所の見直しや、避難ビルの指定、避難タワーの整備、及び避難行動要支援者

等の迅速な避難のための自動車による避難のルールの検討など、共助・公助による取組も必要で

ある。

なお、具体的な減災対策については、この「減災対策の基本的方向性及び課題」に加えて、東

日本大震災津波で 6,254 人もの犠牲者が生じた教訓を基に、国、県、市町村など様々な主体が作

成した東日本大震災津波に関する検証報告書等で示されている課題も踏まえ、県、市町村が一体

となって検討し、住民や防災関係団体等とともに減災対策の取組を進めていく。

4.1 災害シナリオ

災害シナリオは、想定される事象とともに、災害時の行動を記載することにより、災害時の対

応（施策）活動に資するために作成した。

ここでの想定地震は、日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①を対象とし、地震発災時期は、

冬・夕 18 時頃の場合を想定した。

本シナリオについても、今後取り組むべき具体的な減災対策の検討とともに、内容の充実を図

っていくこととする。
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表 4.1-1(1) 日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①で地震が発生した場合の

災害シナリオ(1)



408

表 4.1-1(2) 日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①で地震が発生した場合の

災害シナリオ(2)
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表 4.1-1(3) 日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①で地震が発生した場合の

災害シナリオ(3)
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表 4.1-1(4) 日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①で地震が発生した場合の

災害シナリオ(4)
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4.2 自助による取組

犠牲者をゼロにするために、住民・企業等が自助として取り組むべき対策の基本的方向性や課

題を以下に示す。

〇 住民は、地域の防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、避

難行動要支援者の避難支援体制の構築など、自主的な防災活動の推進に努める必要がある。

○ 住民が避難意識を高め、迅速に避難することで、多くの命が救われることから、住民は「自

らの命は自らが守る」という意識を持ち、自らの判断で迅速な避難行動をとることが重要で

ある。【避難の迅速化】

○ 津波浸水想定区域内に居住する住民は、大きな地震が発生した際には、あらかじめ準備し

ておいた非常用持出品を持って、あらかじめ確認していた経路で、津波が到達する前に指定

避難所又は指定緊急避難場所に避難する必要があるため、日頃から、下記事項に取り組むこ

とが重要である。

・ 大きな地震が発生した際にすぐに避難できるよう、平時から自宅の身近なところに、避

難先で使用するモノ（救急箱・お薬手帳、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）を非常持出品とし

て準備しておく。【避難開始時間の短縮】

また、冬季は、指定避難所又は指定緊急避難場所の暖房対策が十分でないことを念頭に、

低体温症の発症を予防するためにも防寒着等も持参することが、極めて重要である。

・ 自宅から避難所まで正しい経路で安全に避難ができるよう、地域の避難訓練への参加や

ハザードマップの確認により、避難経路上の津波浸水区域などの危険箇所を確認し、危険

箇所があれば、経路を見直すなど安全な避難経路の確保及び予備経路の準備に取り組んで

おく。【避難速度の向上】

・ 大きな地震が発生した際に、自宅から迅速に避難所又は緊急避難場所に移動できるよう、

平時から、自宅において屋外への経路上にある大型家具や窓ガラス等が転倒・落下しない

よう対策を講じておく必要がある。【揺れ等の地震対策】

○ 大規模な災害時には、行政の機能不全や地域の孤立化が発生すること、また、行政が避難

所運営に忙殺され、復旧・復興が遅れた事例があることから、避難所の運営主体は、自主防

災組織など地域が担うことが望ましく、地域住民の積極的な参加が必要となる。

○ 地震・津波により道路が断絶し物流が滞り、行政の備蓄物資も限られていることから、自

宅での避難生活を想定し、住民は、各家庭で一人３日分の備蓄品（食料・水等）を準備して

おくことが望ましい。

○ 教職員は、児童生徒の安全を確保するため、「迅速避難の重要性」を認識し、「地域住民よ

りも高いレベルの防災知識」が求められる。

○ 教職員は日頃から、避難訓練を実施し、避難場所や経路を確認するとともに、学校周辺の

危険個所も熟知しておくことが重要である。

○ 学校の避難マニュアルは一度作成したら常にその通りに行動すべきというものではなく、

想定外の状況にも対応できるような柔軟性と周辺地域の変化に則した更新が必要である。

○ 学校耐震化（躯体本体の耐震化）が進む中、非構造部材の耐震化も重要である。

○ 乳幼児・児童等の保護者への引き渡しに際してのルール化や、複数の連絡手段を予め決め

ておく必要がある。
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○ 限られた時間内に避難場所又は浸水域外にたどり着く必要があるため、日頃から、職場内

の什器を固定し、屋内からの迅速脱出に備えるとともに、自社や地域での避難訓練を通じ、

全社員が避難場所や経路を確認にしておくことが重要である。

○ 不特定多数の人が利用する施設においては、全ての従業員が利用者へ的確な避難指示を行

なえるようにしておく必要がある。

○ 地震はいつ発生するか分からないため、いかなる時でも所属職員の安否が確認できるよう

な、連絡体制を予め定めていく必要がある。

○ 各事業所においても３日分の備蓄品（食料・水等）を準備しておく。

○ 発災後の事業継続への備えも行っておく。

○ 病院内には移動式の医療機器も多数存在するが、極力、通常医療に支障がない範囲で病院

内の機器類を固定することにより、屋内での被災発生を減らすとともに、屋内から速やかな

脱出ができるようにしておくことが重要である。

○ 病院内には入院患者等避難に支障をきたす人が多い可能性がある。早目避難が重要である

が、病院外への避難ではなく建物内での垂直避難をする等、いくつかのケースを想定した、

避難訓練を実施する必要がある。

○ 高齢者等の要配慮者施設のほとんどの入所者は、健常者と同様の避難行動ができないこと

を前提として、防災を考えることが重要である。

○ 高齢者等の要配慮者施設においては、職員が限られた人数しかいない場合も想定すること

が重要である。
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【主な取組の例】

主体 減災カテゴリー 取組項目 説明
定量的減災効果

評価への寄与
対象地域

住⺠
避難開始

時間短縮
迅速避難 「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、自らの判断で迅速避難する ○ 沿岸

非常持ち出し品準備
住⺠は、直後避難できるように予め避難先で使⽤するものを⾮常持出品として準備し

ておく
○ 全県

家庭内避難行動ルールの策定
住⺠は、誰が、いつ、何を持って、どのような⼿段で、どこへ、いつまで避難するの

かを予め家族と共に決めておく
○ 沿岸

避難速度向上 津波避難訓練の参加
避難経路上の危険個所を確認し、危険があれば見直し、安全な避難経路を確保すると

ともに、予備経路を準備しておく
○ 沿岸

ハザードマップ（津波浸水想

定）等の確認

避難経路上の危険個所を確認し、危険があれば見直し、安全な避難経路を確保すると

ともに、予備経路を準備しておく
○ 沿岸

揺れ等地震対策建物耐震化
住⺠は、⾃⼒脱出困難となるのを防ぎ、速やかな避難が出来るように、耐震診断と耐

震補強等行う
◎ 全県

家具の固定
迅速な避難にするため、屋内で転倒し避難の支障となる大型家具や窓ガラス等が転

倒・落下しないよう補強しておく
◎ 全県

その他 備蓄品（食料・水等）の準備
自宅での避難生活を想定して、ローリングストックなどにより一人3日分を準備（1週

間分推奨）する。
ー 全県

学校
避難開始

時間短縮
避難初期対応の明確化 学校は、発災直後の避難行動開始に係る指示命令系統を明確化しておく必要がある ー 沿岸

避難速度向上 避難訓練の実施
学校は、実際に避難場所まで避難行動し、避難経路中の危険個所他を確認しておく

（夜間や冬期の場合も想定）
○ 全県

避難マニュアルの作成

学校は、避難場所と避難経路の明示、緊急時の指揮命令系統や役割を明確化した避難

マニュアルを作成しておくことが必要である。さらに、想定外の状況の場合でも対応

できるような柔軟性を持たせ、地域の変化に則した更新も重要

○ 全県

揺れ等地震対策非構造部材の耐震対策

学校は、体育館などで授業中に非構造部材落下で死傷しないために非構造部材の耐震

対策行う。また、体育館は避難所としても利用される可能性もあり、非構造部材の耐

震対策により、余震時の落下等でも被害が発生しないようにする

ー 全県

その他 教職員の危機管理意識の醸成 教職員は、自然災害の正しい認識と危機対応について常日頃学び実践する ー 全県

防災リーダーの配置
学校は、１学校あたり１人の防災リーダーが配置できるよう、教職員に防災士等の資

格を取得させる
ー 全県

⺠間企業
避難開始

時間短縮
非常持ち出し品準備 事業者は、直後避難できるように予め非常持出品を準備しておく ○ 全県

避難速度向上 避難訓練の実施
事業者は、ありきたりの避難訓練だけでなく、通常とは異なる状況での発災（夜間や

冬期等の違い、自社での火災発生等）も想定した避難訓練を行う
○ 全県

避難マニュアルの作成

事業者は、避難経路の明示、緊急時の指揮命令系統や役割を明確化した避難マニュア

ルを作成しておくことが必要である。さらに、予想外の場合の柔軟性を持たせること

や、適宜マニュアルの更新も重要

○ 全県

揺れ等地震対策建物耐震化 事業者は、建物倒壊によって死傷しないように、耐震診断と耐震補強等行う ◎ 全県

事務所内什器の固定 事業者は、什器の移動等によって死傷しないように什器等の固定を行う ○ 全県

その他 備蓄品（食料・水等）の準備 事業者は、津波が発生しない地震の場合もあるので3日分を準備する（1週間分推奨） ー 全県

防災リーダーの配置
事業者は、１事業所あたり１人の防災リーダーが配置できるよう、従業員に防災士等

の資格を取得させる。防災サポーター制度も活用する
ー 全県

自社社員の安否確認
事業者は、休業日でも従業員の安否確認ができる仕組みを予め作っておくことが必要

である
ー 全県

事業継続計画（BCP)の策定 事業者は、発災後の早期事業再開と事業継続を図るためBCPを作成する ー 全県

一般病院
避難開始

時間短縮
避難初期対応の明確化 病院は、発災直後の避難初期対応行動を予め明確化しておく ○ 沿岸

避難速度向上 避難訓練の実施
病院は、複数の発災時期を想定した訓練や、被災時の想定と受け入れ時の想定した訓

練を実施する
○ 全県

避難マニュアルの作成
病院は、入院患者などが速やかな避難行動ができないということを前提とするととも

に、被災時の想定と受け入れ時の想定も考慮した、避難マニュアル等を作成する
ー 全県

揺れ等地震対策建物耐震化 病院は、建物倒壊によって死傷しないように耐震診断と耐震補強等行う ○ 全県

病院内什器の固定
病院は、医療行為に支障のない什器は、移動等によって死傷しないように可能な限り

固定を行う
○ 全県

その他 防災リーダーの配置
病院は、１病院施設あたり１人の防災リーダーが配置できるよう、従業員に防災士等

の資格を取得させる。防災サポーター制度も活用する
ー 全県

事業継続計画（BCP)の策定 病院は、自分の病院は自分で守るの意識でBCPを作成する ー 全県

ライフライン機能支障の際の

十分な備え

病院は、自病院及び周辺地域で各種ライフライン支障が発生した場合の備え（非常用

電源や備蓄、燃料等）を用意しておく
ー 全県
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【主な取組の例】

上記取組のうち、取組の効果を定量評価することが可能な「耐震化率 100％」、「家具固定率 100％」

及び「避難意識等の向上」の試算結果を以下に示す。

○耐震化率 100％による効果（建物被害）

建築基準法の耐震基準は昭和 56 年（1981 年）6 月に大幅に見直されており、過去の大規模地震

においては、見直し以前の耐震基準に基づき建てられた建物に被害が多く発生している。現況の

建物データに対し、旧耐震基準（1980 年以前）の建物が、全て新耐震基準の建物に建て替わり、

耐震化率 100％と達成した場合における、揺れによる建物被害の減災効果を表 4.2-1 の通り試算

した。

表 4.2-1 効果試算ケース

減災効果 内容

耐 震 化 率

100％

木造 すべての建物を建築年 2002 年以降の建物として試算。

非木造 建築年 1971 年以前の建物を建築年 1981 年以降の建物として試算。

耐震化率 100％を達成した場合の減災効果算定結果一覧を表 4.2-2 に示し、日本海溝（三陸・日

高沖）モデル（冬・深夜）について、市町村における減災効果算定結果を表 4.2-3 に示し、グラ

フ化したものを図 4.2-1 に示し、東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）について、市町村における

減災効果算定結果を表 4.2-4 に示し、グラフ化したものを図 4.2-2 に示した。

耐震化率を 100％にすることによって、揺れによる建物全壊棟数を日本海溝（三陸・日高沖）モ

デルでは 98％、東北地方太平洋沖地震では 99％減少することか可能である。

主体 減災カテゴリー 取組項目 説明
定量的減災効果

評価への寄与
対象地域

要配慮者

施設

避難開始

時間短縮
避難初期対応の明確化 要配慮者施設は、発災直後の避難初期対応行動を明確化しておく ○ 沿岸

避難速度向上 避難訓練の実施
要配慮者施設は、職員が少ない時間に発災した場合等の人的資源の状況や、垂直避難

や自動車避難という避難行動の多様性も考慮した避難訓練を常日頃から実施
○ 沿岸

避難マニュアルの作成

要配慮者施設は、多くの入所者が速やかな避難行動ができないということを前提とし

て、各種マニュアルを作成する。マニュアルでは、避難時、避難後の対応も想定して

おく

ー 全県

揺れ等地震対策建物耐震化 施設は、建物倒壊によって死傷しないように耐震診断と耐震補強等行う ○ 全県

施設内什器の固定 施設は、什器の移動等によって死傷しないように可能な限り固定を行う ○ 全県

その他 防災リーダーの配置
施設は、１事業所あたり１人の防災リーダーが配置できるよう、従業員に防災士等の

資格を取得させる。防災サポーター制度も活用する
ー 全県

津波リスクからの回避
要配慮者施設は、津波対策が十分に取れない等の場合は、施設を津波浸水想定域外へ

移転することも考える
ー 全県
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表 4.2-2 揺れによる建物被害の減災効果算定結果一覧：全壊棟数（棟）

①本調査結果

全壊棟数 全壊棟数 減少数 減少率

日本海溝（三陸・日高沖）

モデル（冬・深夜）
1,681 33 1,648 98%

東北地方太平洋沖地震

（冬・深夜）
1,629 9 1,620 99%

②耐震化100%

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、小数点以下

四捨五入のため合計と合わない場合がある。
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表 4.2-3 耐震化率 100％による効果

（日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜））

図 4.2-1 日本海溝（三陸・日高沖）モデル

（冬・深夜）に

おける揺れによる建物被害減災効果

98％減

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

全壊棟数 全壊棟数 減少数 減少率

洋野町 28 2 26 92.8%

久慈市 449 7 442 98.4%

野田村 4 0 4 100.0%

普代村 1 0 1 100.0%

田野畑村 3 0 3 100.0%

岩泉町 7 0 7 100.0%

宮古市 241 1 240 99.5%

山田町 7 1 6 85.7%

大槌町 59 0 59 100.0%

釜石市 312 1 311 99.6%

大船渡市 61 8 53 86.8%

陸前高田市 33 4 29 87.8%

盛岡市 6 0 6 100.0%

花巻市 97 0 97 100.0%

北上市 6 2 4 66.6%

遠野市 49 0 49 100.0%

一関市 225 0 225 100.0%

二戸市 5 0 5 100.0%

八幡平市 4 0 4 100.0%

奥州市 61 6 55 90.1%

滝沢市 0 0 - -

雫石町 0 0 - -

葛巻町 0 0 - -

岩手町 1 0 1 100.0%

紫波町 5 0 5 100.0%

矢巾町 1 0 1 100.0%

西和賀町 0 0 - -

金ケ崎町 2 0 2 100.0%

平泉町 1 0 1 100.0%

住田町 5 1 4 80.0%

軽米町 0 0 - -

九戸村 0 0 - -

一戸町 9 0 9 100.0%

合計 1,681 33 1,648 98.0%

②耐震化率100%
市町村
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表 4.2-4 耐震化率 100％による効果

（東北地方太平洋沖地震（冬・深夜））

図 4.2-2 東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）に

おける揺れによる建物被害減災効果

99％減

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

全壊棟数 全壊棟数 減少数 減少率

洋野町 0 0 0 0.0%

久慈市 0 0 0 0.0%

野田村 0 0 - -

普代村 0 0 0 0.0%

田野畑村 1 0 1 100.0%

岩泉町 3 0 3 100.0%

宮古市 0 0 0 0.0%

山田町 0 0 0 0.0%

大槌町 32 0 32 100.0%

釜石市 70 0 70 100.0%

大船渡市 6 0 6 100.0%

陸前高田市 5 0 5 100.0%

盛岡市 32 0 32 100.0%

花巻市 53 0 53 100.0%

北上市 12 3 9 75.0%

遠野市 11 0 11 100.0%

一関市 1,367 2 1,365 99.8%

二戸市 0 0 0 0.0%

八幡平市 9 0 9 100.0%

奥州市 22 2 20 90.9%

滝沢市 2 0 2 100.0%

雫石町 0 0 0 0.0%

葛巻町 0 0 0 0.0%

岩手町 0 0 0 0.0%

紫波町 0 0 0 0.0%

矢巾町 2 0 2 100.0%

西和賀町 0 0 - -

金ケ崎町 0 0 0 0.0%

平泉町 1 0 1 100.0%

住田町 1 0 1 100.0%

軽米町 0 0 0 0.0%

九戸村 0 0 0 0.0%

一戸町 0 0 0 0.0%

合計 1,629 9 1,620 99.4%

②耐震化率100%
市町村
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○耐震化率 100％による効果（人的被害）

揺れによる建物被害の減少に伴なって、揺れによる人的被害も減少する。ここでは、前述の、

耐震化率 100％を達成した場合における、揺れによる死者数の減災効果を試算した。

耐震化率 100％を達成した場合の揺れによる死者数の減災効果算定結果一覧を表 4.2-5に示し、

日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜）について、市町村における減災効果算定結果を表

4.2-6 に示し、グラフ化したものを図 4.2-3 に示し、東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）につい

て、市町村における減災効果算定結果を表 4.2-7 に示し、グラフ化したものを図 4.2-4 に示した。

耐震化率を 100％にすることによって、冬・深夜における揺れによる死者数をゼロにすることが

可能である。

表 4.2-5 揺れによる建物被害の減災効果算定結果一覧：全壊棟数（棟）

①本調査結果

死者数 死者数 減少数 減少率

日本海溝（三陸・日高沖）

モデル（冬・深夜）
107 0 107 100%

東北地方太平洋沖地震

（冬・深夜）
107 0 107 100%

②耐震化100%

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、小数点以下

四捨五入のため合計と合わない場合がある。
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表 4.2-6 耐震化率 100％による効果

（日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜））

100％減

図 4.2-3 日本海溝（三陸・日高沖）モデル

（冬・深夜）に

おける揺れによる死者数減災効果

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

死者数 死者数 減少数 減少率

洋野町 2 0 2 100.0%

久慈市 30 0 30 100.0%

野田村 0 0 - -

普代村 0 0 - -

田野畑村 0 0 - -

岩泉町 0 0 - -

宮古市 16 0 16 100.0%

山田町 0 0 - -

大槌町 4 0 4 100.0%

釜石市 19 0 19 100.0%

大船渡市 3 0 3 100.0%

陸前高田市 2 0 2 100.0%

盛岡市 0 0 - -

花巻市 6 0 6 100.0%

北上市 0 0 - -

遠野市 3 0 3 100.0%

一関市 15 0 15 100.0%

二戸市 0 0 - -

八幡平市 0 0 - -

奥州市 4 0 4 100.0%

滝沢市 0 0 - -

雫石町 0 0 - -

葛巻町 0 0 - -

岩手町 0 0 - -

紫波町 0 0 - -

矢巾町 0 0 - -

西和賀町 0 0 - -

金ケ崎町 0 0 - -

平泉町 0 0 - -

住田町 0 0 - -

軽米町 0 0 - -

九戸村 0 0 - -

一戸町 1 0 1 100.0%

合計 107 0 107 100.0%

②耐震化率100%
市町村
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表 4.2-7 耐震化率 100％による効果

（東北地方太平洋沖地震（冬・深夜））

100％減

図 4.2-4 東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）に

おける揺れによる死者数減災効果

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

死者数 死者数 減少数 減少率

洋野町 0 0 0 0.0%

久慈市 0 0 - -

野田村 0 0 - -

普代村 0 0 0 0.0%

田野畑村 0 0 0 0.0%

岩泉町 0 0 0 0.0%

宮古市 0 0 0 0.0%

山田町 0 0 0 0.0%

大槌町 2 0 2 100.0%

釜石市 4 0 4 100.0%

大船渡市 0 0 0 0.0%

陸前高田市 0 0 0 0.0%

盛岡市 2 0 2 100.0%

花巻市 3 0 3 100.0%

北上市 1 0 1 100.0%

遠野市 1 0 1 100.0%

一関市 91 0 91 100.0%

二戸市 0 0 0 0.0%

八幡平市 1 0 1 100.0%

奥州市 1 0 1 100.0%

滝沢市 0 0 0 0.0%

雫石町 0 0 0 0.0%

葛巻町 0 0 - -

岩手町 0 0 0 0.0%

紫波町 0 0 0 0.0%

矢巾町 0 0 0 0.0%

西和賀町 0 0 - -

金ケ崎町 0 0 0 0.0%

平泉町 0 0 0 0.0%

住田町 0 0 0 0.0%

軽米町 0 0 0 0.0%

九戸村 0 0 - -

一戸町 0 0 0 0.0%

合計 107 0 107 100.0%

②耐震化率100%
市町村
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○家具固定率 100％による効果

大規模な地震では、固定していない家具等の移動や転倒、その他の落下物による死者が発生す

る。本調査に用いた家具等の転倒、落下防止対策の実施率（家具固定率）は、令和２年県民生活

基本調査結果報告書による 41.7％であるが、ここでは、家具固定率 100％を達成した場合におけ

る、屋内収容物・転倒・落下による死者数の減災効果を試算した。

家具固定率 100％を達成した場合の揺れによる死者数の減災効果算定結果一覧を表 4.2-8 に示

し、日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜）について、市町村における減災効果算定結果を

表 4.2-9 に示し、グラフ化したものを図 4.2-5 に示し、東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）につ

いて、市町村における減災効果算定結果を表 4.2-10 に示し、グラフ化したものを図 4.2-6 に示し

た。

家具固定率を 100％にすることによって冬・深夜における屋内収容物・転倒・落下による死者数

は 67％減少させることが可能である。

死者ゼロを目指すためには、耐震化率と家具固定率を 100％にすることが必要である。

表 4.2-8 屋内収容物・転倒・落下による被害の減災効果算定結果一覧：死者数（人）

①本調査結果

死者数 死者数 減少数 減少率

日本海溝（三陸・日高沖）

モデル（冬・深夜）
15 5 10 67%

東北地方太平洋沖地震

（冬・深夜）
12 4 8 67%

②家具固定率100%

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、小数点以下

四捨五入のため合計と合わない場合がある。
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表 4.2-9 家具固定率 100％による効果

（日本海溝（三陸・日高沖）モデル（冬・深夜））

67％減

図 4.2-5 日本海溝（三陸・日高沖）モデル

（冬・深夜）における

屋内収容物等による死者数減災効果

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

死者数 死者数 減少数 減少率

洋野町 0 0 0 0.0%

久慈市 2 1 1 50.0%

野田村 0 0 0 0.0%

普代村 0 0 0 0.0%

田野畑村 0 0 0 0.0%

岩泉町 0 0 0 0.0%

宮古市 1 0 1 100.0%

山田町 0 0 0 0.0%

大槌町 0 0 0 0.0%

釜石市 1 0 1 100.0%

大船渡市 1 0 1 100.0%

陸前高田市 0 0 0 0.0%

盛岡市 1 0 1 100.0%

花巻市 1 0 1 100.0%

北上市 1 0 1 100.0%

遠野市 0 0 0 0.0%

一関市 1 0 1 100.0%

二戸市 0 0 0 0.0%

八幡平市 0 0 0 0.0%

奥州市 1 0 1 100.0%

滝沢市 0 0 0 0.0%

雫石町 0 0 0 0.0%

葛巻町 0 0 0 0.0%

岩手町 0 0 0 0.0%

紫波町 0 0 0 0.0%

矢巾町 0 0 0 0.0%

西和賀町 0 0 0 0.0%

金ケ崎町 0 0 0 0.0%

平泉町 0 0 0 0.0%

住田町 0 0 0 0.0%

軽米町 0 0 0 0.0%

九戸村 0 0 0 0.0%

一戸町 0 0 0 0.0%

合計 15 5 10 66.6%

②家具固定率100%
市町村
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表 4.2-10 家具固定率 100％による効果

（東北地方太平洋沖地震（冬・深夜））

67％減

図 4.2-6 東北地方太平洋沖地震（冬・深夜）における

屋内収容物等による死者数減災効果

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数

値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、市

町村の数値は小数点以下四捨五入して整数で示して

いるため合計と合わない場合がある。

①本調査

結果

死者数 死者数 減少数 減少率

洋野町 0 0 0 0.0%

久慈市 0 0 0 0.0%

野田村 0 0 0 0.0%

普代村 0 0 0 0.0%

田野畑村 0 0 0 0.0%

岩泉町 0 0 0 0.0%

宮古市 0 0 0 0.0%

山田町 0 0 0 0.0%

大槌町 0 0 0 0.0%

釜石市 0 0 0 0.0%

大船渡市 0 0 0 0.0%

陸前高田市 0 0 0 0.0%

盛岡市 2 1 1 50.0%

花巻市 1 0 1 100.0%

北上市 1 0 1 100.0%

遠野市 0 0 0 0.0%

一関市 4 1 3 75.0%

⼆⼾市 0 0 0 0.0%

八幡平市 0 0 0 0.0%

奥州市 1 0 1 100.0%

滝沢市 1 0 1 100.0%

雫石町 0 0 0 0.0%

葛巻町 0 0 0 0.0%

岩手町 0 0 0 0.0%

紫波町 0 0 0 0.0%

矢巾町 0 0 0 0.0%

⻄和賀町 0 0 0 0.0%

金ケ崎町 0 0 0 0.0%

平泉町 0 0 0 0.0%

住田町 0 0 0 0.0%

軽米町 0 0 0 0.0%

九⼾村 0 0 0 0.0%

⼀⼾町 0 0 0 0.0%

合計 12 4 8 66.6%

②家具固定率100%
市町村
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○避難意識等の向上による効果

津波による死者について、早期避難を行う意識が向上することによる減災効果を検証した。検

証の対象地震は、津波による死者が最大となる「日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①（冬・

夕 18時頃）」及び「東北地方太平洋沖地震（冬・夕 18時頃）」とした。

表 4.2-11 に示すように、津波からの避難の有無、避難開始時期については、状況によって複数

のパターンが考えられる。

今回の被害想定では、東日本大震災津波の実績を用いて算定しているが、この数字に対して、

「②早期避難者比率が高い場合」、「③全員が発災後すぐに避難した場合(1.79km/h）」、「④全

員が発災後すぐに避難した場合（避難速度 2.24km/h）」による死者数の減災効果を算定した。

なお、東日本大震災津波後 10 年以上が経過していることから、住民の避難意識が低下した場

合の状況も検討が必要であると考えられるため、「⓪早期避難者比率が低い場合」についても評

価を行った。

表 4.2-11 避難の有無、避難開始時期のパターン

避難する
切迫避難
あるいは

避難しない
すぐに避難する
（直接避難）

避難するが、すぐ
には避難しない
（用事後避難）

④全員が発災後すぐに避難
を開始した場合（避難速度
2.24km/h）

１００％ ０％ ０％

③全員が発災後すぐに避難
を開始した場合（避難速度
1.79km/h）

１００％ ０％ ０％

②早期避難者比率が高い場
合

７０％※１ ３０％※２ ０％※３

①本県における東日本大震
災津波時の実績※４ ５４％ ４０％ ６％

⓪早期避難者比率が低い場
合

２０％※５ ５０％※２ ３０％※６

※1：東日本大震災津波ですぐに避難した人の割合が最も高い市で 67％
※2：切迫避難（死者含む）の割合が高い市で 25％～約 27％であったことによる

※3：津波情報や避難の呼びかけを見聞きしている中で、それをもって避難のきっかけとなった場合、切迫避難
の割合が一番低い市で０％

※4：東日本大震災の実績：岩手県（54％、40％、6％）

※5：日本海中部地震の事例等から 20％
※6：全体から「すぐに避難する」＋「切迫避難あるいは避難しない」の割合を引いた数値として設定

上記表の割合は、令和３年 12 月 21 日 中央防災会議日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキング

グループ「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定項目及び手法の概要」20 頁の割合を適用

また、津波による死者は、避難開始時期のほかに、避難速度が重要となる。今回の想定におい

て、冬の避難速度は積雪等の影響を考慮した 1.79km/h を採用しているが、積雪量が少ない本県沿

岸部の状況を考慮すると必ずしも冬季に避難速度が低減するとは限らないことから、冬季以外の

避難速度である 2.24km/h とした場合の効果も評価を行った。

本被害想定

設定値

減災効果
算定値
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避難意識等の向上による効果算定結果一覧を表 4.2-13 に示し、日本海溝（三陸・日高沖）モデ

ルケース①及び東北地方太平洋沖地震それぞれについてグラフ化したものを図 4.2-7、図 4.2-8に

示した。

表 4.2-13 避難意識等の向上による効果算定結果一覧：死者数（人）

⓪早期避難者比率

が低い場合
①本調査結果

②早期避難者比率

が高い場合

③全員が発災後す

ぐに避難を開始し

た場合

④全員が発災後す

ぐに避難を開始し

た場合（避難速度

2.24km/h）

日本海溝（三陸・日高沖）

モデルケース①

（冬・夕18時頃）

15,608 7,000 4,319 2,500 922

増減率 222% 0% -39% -65% -87%

東北地方太平洋沖地震

（冬・夕18時頃）
17,528 4,200 685 148 0

増減率 420% 0% -84% -96% -100%

※：減災効果の算定結果については、①本調査結果以外は丸めた概数表記の数値とはせず、実数表記の数値で示してい

る。①本調査結果については「－」は、該当無し（0）、「＊」は、わずかな被害（5 未満）、「5 以上 1000 未満」は、

一の位を四捨五入、「1000 以上 1 万未満」は、十の位を四捨五入、「1 万以上」は百の位を四捨五入」とした。
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図 4.2-7 日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①（冬・夕 18 時頃）における検討ケース別

死者数

図 4.2-8 東北地方太平洋沖地震（冬・夕 18 時頃）における検討ケース別死者数

39％減

65％減

87％減

420％増

84％減
96％減

100％減

222％増
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日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①における避難意識等の向上による効果については、

「⓪早期避難者比率が低い場合」の死者が約 2 倍と大幅に増加する結果となっている。一方で、

「②早期避難者比率が高い場合」は 39％の減、「③全員が発災後すぐに避難を開始した場合」は

65％の減となり、早期避難開始による減災効果は高いといえる。さらに、「④全員が発災後すぐ

に避難を開始した場合（避難速度 2.24km/h）の場合」は 87％の減と、死者数を大きく減少させる

ことができることから、各自の早期避難への心がけや避難訓練等によって、可能な限り避難速度

の向上に努めることが重要であるといえる。

東北地方太平洋沖地震については、「⓪早期避難者比率が低い場合」の死者が約 4 倍と死者が

極めて大きく増加する結果となっている。「②早期避難者比率が高い場合」は 84％の減、「③全

員が発災後すぐに避難を開始した場合」は 96％の減となり、早期避難開始による減災効果は極め

て高く、早期避難開始するための住民への啓発が重要であるといえる。「④全員が発災後すぐに

避難を開始した場合（避難速度 2.24km/h）」はほぼ 100％の減となる。

県全体の結果とは別に、沿岸の市町村における避難意識等の向上による効果算定結果について

は、表 4.2-14 及び表 4.2-15 に示した。
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表 4.2-14 避難意識等の向上による効果算定結果一覧（市町村別・人的被害）

（日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①）（冬・夕 18 時頃）

表 4.2-15 避難意識等の向上による効果算定結果一覧（市町村別・人的被害）

（東北地方太平洋沖地震）（冬・夕 18 時頃）

表 4.2-14 の日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①において、「③全員が発災後直ぐに避難

を開始した場合」でも、久慈市や宮古市等では犠牲者がゼロにならないが、これは、浸水域と浸

水到達時間の分布の関係で、早期に避難しても浸水域外にたどり着けないことが要因であると考

えられる。（「6.1 参考検討：津波到達時間と避難に関する検討」参照）

なお、津波発生箇所が異なれば、様相も異なり、他の市町村においても、同様の要因により浸

①本調査結果

死者数 増加数 増加率 死者数 死者数 減少数 減少率 死者数 減少数 減少率 死者数 減少数 減少率

洋野町 158 124 464.7% 30 2 32 94.1% 0 34 100.0% 0 34 100.0%

久慈市 7,974 3,603 182.4% 4,400 3,172 1,199 27.4% 2,249 2,122 48.5% 827 3,544 81.0%

野田村 375 281 398.9% 90 19 75 79.7% 1 93 98.9% 0 94 100.0%

普代村 301 241 501.6% 60 0 60 100.0% 0 60 100.0% 0 60 100.0%

田野畑村 42 33 466.6% 10 0 9 100.0% 0 9 100.0% 0 9 100.0%

岩泉町 226 162 353.1% 60 18 46 71.8% 0 64 100.0% 0 64 100.0%

宮古市 5,467 3,394 263.7% 2,100 993 1,080 52.0% 203 1,870 90.2% 62 2,011 97.0%

山田町 232 155 301.2% 80 31 46 59.7% 1 76 98.7% 0 77 100.0%

大槌町 13 6 185.7% 10 4 3 42.8% 3 4 57.1% 3 4 57.1%

釜石市 671 449 302.2% 220 79 143 64.4% 44 178 80.1% 29 193 86.9%

大船渡市 139 110 479.3% 30 1 28 96.5% 0 29 100.0% 0 29 100.0%

陸前高田市 9 7 450.0% * 0 2 100.0% 0 2 100.0% 0 2 100.0%

合計 15,608 8,565 221.6% 7,000 4,319 2,724 38.6% 2,500 4,543 64.5% 922 6,121 86.9%

市町村

⓪早期避難者比率が低い

場合

②早期避難者比率が

高い場合

③全員が発災後すぐに避

難を開始した場合

④全員が発災後すぐに避難を

開始した場合

（避難速度2.24km/h）

①本調査結果

死者数 増加数 増加率 死者数 死者数 減少数 減少率 死者数 減少数 減少率 死者数 減少数 減少率

洋野町 130 104 500.0% 30 0 26 100.0% 0 26 100.0% 0 26 100.0%

久慈市 2,477 1,766 348.3% 710 236 475 66.8% 102 609 85.6% 0 711 100.0%

野田村 524 418 494.3% 110 2 104 98.1% 0 106 100.0% 0 106 100.0%

普代村 189 151 497.3% 40 0 38 100.0% 0 38 100.0% 0 38 100.0%

田野畑村 97 78 510.5% 20 0 19 100.0% 0 19 100.0% 0 19 100.0%

岩泉町 301 234 449.2% 70 7 60 89.5% 0 67 100.0% 0 67 100.0%

宮古市 5,145 4,058 473.3% 1,100 58 1,029 94.6% 0 1,087 100.0% 0 1,087 100.0%

山田町 1,228 946 435.4% 280 37 245 86.8% 0 282 100.0% 0 282 100.0%

大槌町 1,370 1,089 487.5% 280 4 277 98.5% 0 281 100.0% 0 281 100.0%

釜石市 3,331 2,339 335.7% 990 327 665 67.0% 37 955 96.2% 0 992 100.0%

大船渡市 1,964 1,565 492.2% 400 6 393 98.4% 0 399 100.0% 0 399 100.0%

陸前高田市 772 611 479.5% 160 8 153 95.0% 8 153 95.0% 0 161 100.0%

合計 17,528 13,357 420.2% 4,200 685 3,486 83.5% 148 4,023 96.4% 0 4,171 100.0%

市町村

⓪早期避難者比率が低い

場合

②早期避難者比率が

高い場合

③全員が発災後すぐに避

難を開始した場合

④全員が発災後すぐに避難を

開始した場合

（避難速度2.24km/h）

※：①本調査結果については「－」は、該当無し（0）、「＊」は、わずかな被害（5 未満）、「5 以上 1000 未満」は、一の位を四

捨五入、「1000 以上 1 万未満」は、十の位を四捨五入、「1 万以上」は百の位を四捨五入」とした。なお、市町村の数値は小
数点以下四捨五入して整数で示しているため合計と合わない場合がある。なお、⓪、②～④欄は端数処理していないもの。

※：①本調査結果については「－」は、該当無し（0）、「＊」は、わずかな被害（5 未満）、「5 以上 1000 未満」は、一の位を四
捨五入、「1000 以上 1 万未満」は、十の位を四捨五入、「1 万以上」は百の位を四捨五入」とした。なお、市町村の数値は小

数点以下四捨五入して整数で示しているため合計と合わない場合がある。なお、⓪、②～④欄は端数処理していないもの。
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水域外にたどり着けない可能性があることに留意する必要がある。

表 4.2-15 の東北地方太平洋沖地震の避難意識等の向上による効果では、早期避難による効果が

高く、大きく死者数を減少できる。

これらを踏まえ、死者数を減少させることが必要となる日本海溝（三陸・日高沖）モデルケー

ス①において、「③全員が発災後すぐに避難を開始した場合」よりもさらに避難速度を向上させ、

避難開始時間を短縮した場合の効果を試算した結果を以下に示した。

【避難速度の向上及び避難開始時間の短縮の効果】

避難速度の向上と避難開始時間短縮の組み合わせによる減災効果は以下の通りである。日本海

溝（三陸・日高沖）モデルケース①において、避難速度を 2.43km/h、避難開始時間を 5 分とした

場合、死者を 373 人まで低減することが可能である。この結果を踏まえ、犠牲者ゼロを目指すた

めのさらなる対策として、津波浸水域内において垂直避難が可能な避難ビルの指定などが挙げら

れる。

注）避難速度の目安

1.79km/s：積雪時の健常者と避難行動要支援者同行の平均避難速度

1.94km/s：積雪時の健常者の避難速度

2.24km/s：非積雪時（冬季以外）の健常者と避難行動要支援者同行

の平均避難速度

2.43km/s：非積雪時（冬季以外）の健常者の避難速度

※：減災効果の算定結果については、丸めた概数表記の数値とはせず、実数表記の数値で示している。なお、小数点以下

四捨五入のため合計と合わない場合がある。

   全県

避難速度

避難開始時間

2,500 1,862 922 601

2,184 1,629 765 488

1,941 1,368 649 373

1.79

km/h

1.94

km/h

2.24

km/h

2.43

km/h

７分

６分

５分

＜市町村別内訳(避難速度1.79km/hで犠牲者ゼロの市町村を除く）＞

   久慈市    山田町

避難速度 避難速度

避難開始時間 避難開始時間

2,249 1,702 827 543 1 0 0 0

1,997 1,489 696 447 0 0 0 0

1,789 1,252 597 360 0 0 0 0

   野田村    大槌町

避難速度 避難速度

避難開始時間 避難開始時間

1 1 0 0 3 3 3 3

1 1 0 0 3 3 3 3

1 1 0 0 3 3 3 3

   宮古市    釜石市

避難速度 避難速度

避難開始時間 避難開始時間

203 121 62 26 44 36 29 29

145 102 36 14 38 35 29 24

112 82 20 5 35 31 29 5５分 ５分

７分 ７分

６分 ６分

2.24km/h 2.43km/h1.79km/h 1.94km/h 2.24km/h 2.43km/h 1.79km/h 1.94km/h

６分 ６分

５分 ５分

７分 ７分

2.24km/h 2.43km/h1.79km/h 1.94km/h 2.24km/h 2.43km/h 1.79km/h 1.94km/h

６分 ６分

５分 ５分

７分 ７分

1.79km/h 1.94km/h 2.24km/h 2.43km/h 1.79km/h 1.94km/h 2.24km/h 2.43km/h
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4.3 共助による取組

犠牲者をゼロにするために、地域、企業等が共助として取り組むべき対策の基本的方向性や課

題を以下に示す。

○ 町内会・自治会は、住民相互による助け合いの意識を醸成し、発災時にお互いが連携し実践

的な活動ができる組織である自主防災組織を結成するとともに、結成後においても、県の地域

防災サポーター制度などを活用し、組織の活性化に取り組んでおくことが重要である。

○ 防災リーダーは、平時には、防災知識や防災訓練の中核を担うとともに、災害時には、避難

行動要支援者への支援や避難所運営の中核を担うことが期待される。町内会・自治会及び自主

防災組織（以下「自主防災組織等」という。）は、平時から、県が主催する「岩手県防災士養成

研修」などを活用し、防災リーダーの育成に取り組むことが重要である。

○ 大きな地震が発生した際には、地域内の住民が、津波が到達する前に指定避難所又は指定緊

急避難場所に避難する必要があるため、津波浸水想定区域内の地域内の自主防災組織等又は防

災リーダー（以下「防災リーダー等」という。）は、日頃から、下記事項の取組や訓練を行って

おくことが重要である。

・ 高齢者、障がい者、外国人及び妊産婦等の避難行動要支援者は、災害から自らを守るため

に安全な場所に避難するなどの行動に支援が必要であることから、平時から、地域内に支援

を必要とする者がいないか見回りを行うとともに、避難支援等関係者を決めておき、大きな

地震が発生したら直ぐに避難行動要支援者を支援し、津波が到達する前に安全に避難所に避

難できるように、平時から備えておく必要がある。【避難の迅速化・避難開始時間の短縮】

・ 地域における避難の呼びかけが迅速避難の動機づけとなることから、平時から、大きな地

震が発生した際に直ぐに地域において避難の呼びかけができるよう、避難の呼びかけをする

人を決めておく必要がある。【避難の迅速化・避難開始時間の短縮】

・ 巨大な津波が発生するような大きな地震が発生した際には、すぐに避難することが重要で

あるため、地域の消防署と協力して実施する地域の防災訓練において、県の起震車などを活

用し、巨大な津波が発生する地震の大きさを体験する訓練を実施することが必要である。【避

難開始時間の短縮】

・ 地域の住民が自宅から避難所まで正しい経路で安全に避難ができるよう、避難訓練時にハ

ザードマップを確認することで、避難経路上の津波浸水区域などの危険箇所を地域住民と一

緒に確認し、危険箇所があれば、経路を見直すなど安全な避難経路の確保及び予備経路の準

備に取り組んでおくことが必要である。【避難速度の向上】

○ 大規模な災害時には、行政の機能不全や地域の孤立化が発生する、また、行政が避難所運営

に忙殺され、復旧・復興が遅れた事例があることから、避難所の運営主体は、自主防災組織な

ど地域が担うことが望ましいため、防災リーダー等は、避難所開設・運営訓練等を通じて、平

時から、避難所の開設に関して施設所有者と情報共有を図るとともに、避難所の効率的な運営

のため、役割等を整理しておく必要がある。

また、避難所に避難してきた者の中には、低体温症や津波肺など、速やかに処置を施さない

と重篤化する者がいる可能性があることから、地域の医師会などと「避難所への訪問医療」等

の対応について、平時から連携しておく必要がある。

○ 共助の担い手になりうる企業等においては、日中は要支援者に対して、支援者が足りないこ
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とも想定されることから、日頃から地域と支援の要否について、意見交換しておく必要がある。

○ 共助の担い手になりうる企業等においては、地域で行われる避難訓練へ参加し、避難所運営

への支援など、従業員と地域住民との発災時の相互協力ができるようにしておくことが重要で

ある。

○ 津波浸水域外の病院においては、発災後傷病者の来院が予想されるため、応急的な受入れ態

勢（人員と医療機材等）の準備、自病院の役割や地域等における医療連携を明確にしておくこ

とも必要である。
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【主な取組の例】

種類 主体 減災カテゴリー 取組項目 説明
定量的減災効果

評価への寄与
対象地域

共助 地域
避難開始

時間短縮
避難行動要支援者へ支援

避難行動要支援者の迅速避難を支援するため、平時から避難支

援等関係者を決めておく必要がある
○ 沿岸

避難時の声掛け

地域における避難の呼びかけが迅速避難の動機づけとなること

から、⼤きな地震が発⽣した場合に直ぐに地域住⺠が避難する

よう、地域において避難の呼びかけをする人をあらかじめ決め

ておく

○ 沿岸

避難速度向上 津波避難訓練の実施

地域（自治会等）は、地区の全員参加の津波避難訓練を企画・

運営し、また参加を促すようにする（訓練は夜間や冬期の場合

も想定）

○ 沿岸

危険個所等の把握と周知

地域（自治会等）は、避難に際しての危険個所（ブロック塀や

がけ地等）を把握し、住⺠や⾏政と情報共有するとともに、換

する必要に応じて避難経路を見直す。

○ 全県

揺れ等地震対策防災イベント等の開催
地域（自治会等）は、防災イベント等を開催し、身を守る行動

や備えについて住⺠に伝える
○ 全県

閉じ込め者救出の訓練等
地域住⺠は、建物倒壊等により閉じ込められている⼈の救出す

る。また地域（自治会等）はそのための訓練も行う
ー 全県

その他 防災リーダーの育成・配置

地域（自治会等）は、平時の普及・啓発や訓練で中核を担うと

ともに、災害時には避難行動要支援者への支援や避難所運営で

中核を担うことが期待されることから、防災リーダーを育成・

配置する。

ー 全県

自主防災組織の維持
自主防災組織は、実践的な活動できるよう組織を維持する（日

頃の活動と人員減少を防ぐために拡充も図る）
ー 全県

避難所運営

行政だけでは避難所運営ができない可能性があり、地域（自治

会等）は、地域住⺠による避難所運営ができるよう、避難所運

営マニュアルも活用し、事前訓練として運営シミュレーション

等も行うようにする

ー 全県

備蓄品の確認
地域（自治会等）は、防災倉庫等の確認と地域としてのさらな

る備蓄品の準備も行う
ー 全県

学校 その他 避難所運営

学校は、避難所となる場合を想定して、地域住⺠等と避難者受

け入れ時の対応等を予め議論するとともに、避難所運営マニュ

アルも活用し、役割分担等を取り決めておく

ー 全県

学校における保護者との対

応・連絡

学校は、避難時、避難後における保護者との連絡網の予め構築

（停電も想定し、冗⻑性も考慮）しておく
ー 全県

⺠間企業 その他 避難所運営

事業者は、地域で行われる避難訓練等への参加や、地域の要配

慮者支援活動、避難所運営等に協力し、地域の防災力向上に貢

献する

ー 全県

一般病院
避難開始

時間短縮
地域住⺠との連携・協⼒

病院は、地域（自治会等）との連携・地域からの支援につい

て、予め地域と話合いをするなどするとともに、発災時の病院

の役割と負傷時の対応等について相互理解をしておく

○ 沿岸

その他 病院間の地域医療連携・協力
病院は、被災地以外の病院との連携ができるよう、予め他の病

院との協力関係を築いておく
ー 全県

要配慮者

施設

避難開始

時間短縮
地域住⺠との連携・協⼒

要配慮者施設は、地域（自治会等）との連携・地域からの支援

について、予め地域と話合いをするなどして考えておく
○ 沿岸
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4.4 公助による取組

犠牲者をゼロにするために、行政が取り組むべき対策の基本的方向性や課題を以下に示す。

○ 住民が避難意識を高め、迅速に避難することで、多くの命が救われることから、県及び市

町村（以下「行政」という。）は、住民及び地域が自らの判断で迅速に適切な避難行動をとる

ことができるよう、平時から、下記事項の普及啓発に取り組むことが重要である。

・ 住民が限られた時間内に避難場所又は浸水域外にたどり着くためには、大きな地震が発生

した際には直ぐに、正しい経路で避難所に避難するよう、「強い揺れや弱くても長い揺れが続け

ば逃げる」、「津波警報等を見聞きしたら避難」などといった適切な避難行動の基本原則の普及・

啓発に取り組むことが極めて重要である。

・ 避難の開始時間を早めるためには、住民の自宅内でおいて屋外への経路上にある大型家具

や窓ガラス等が転倒・落下しないよう対策を講じておくよう重要であることから、地域と連

携し、屋内家具の転倒・落下防止対策の普及・啓発に取り組む必要がある。

・ 冬季に災害が発生した場合、屋外や寒い屋内での避難は低体温症のリスクが生じることか

ら、防寒着等を持参して迅速に避難できるよう、地域と協力して、普及・啓発に取り組むこ

とが重要である。

〇 防災リーダーには、平時においては、防災知識や地域の防災訓練の中核を担うとともに、

災害時には、要配慮者への支援や避難所運営の中核を担うことが期待されるため、行政は、

地域と連携して、各地域において地域防災の中核となる人材の育成・配置に取り組む必要が

ある。

〇 避難行動要支援者は、災害時に自らを守るために安全な場所に避難するなどの行動に支援

が必要であることから、市町村は、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、消防団、自

主防災組織及び平時から避難行動要支援者と接している社会福祉協議会、民生委員等の福祉

関係者と連携して、避難行動要支援者の避難支援の体制を整備し、「個別避難計画」の策定に

取り組む必要がある。

〇 夜間の暗闇や冬季積雪時の避難では、避難速度が低下することから、行政は、暗闇や積雪

などにより住民の避難速度が低下することがないよう、電源を内蔵した街路灯の整備、除雪

基準の見直しなどについて検討する必要ある。

〇 徒歩による避難が困難な場合、避難所までの距離や避難行動要支援者の存在など、地域の

実情に応じ、やむを得ず自動車により避難せざるを得ない場合においては、避難者が自動車

で安全かつ確実に避難するための方策を予め地域住民等と検討しておく必要がある。

〇 津波が到達するまでの間に避難することが困難な地域（避難困難地域）については、緊急

的な避難場所を確保し、避難時間・避難距離の短縮と安全性の確保を図るため、避難ビルの

整備・指定や避難タワーの整備について、「津波避難ビル等を活用した津波防災対策の推進に

ついて（技術的助言）」や「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」を参考に検討する必要

がある。

〇 地震・津波により道路が断絶し物流が滞ることから、行政として必要な備蓄量を備蓄する

とともに、住民及び地域でも一定の備蓄品を準備しておくよう普及・啓発に取り組む必要が

ある。

また、積雪寒冷特有の課題に対応するため、防寒具、暖房器具、飲料水、食料（発熱剤入り
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非常食を含む）についても、行政として計画的に備蓄しておくことが重要である。

【主な取組の例】

主体 減災カテゴリー 取組項目 説明
定量的減災効果

評価への寄与
対象地域

行政
避難開始

時間短縮

津波発生と避難開始の情報発

信

⾏政は、発災時の速やかな情報発信による住⺠への警報を⾏う

とともに、不可聴地域の解消、及び情報弱者への対応も進める
○ 沿岸

津波避難に特化した住⺠全員

参加を目標とした訓練実施の

支援

⾏政は、地域などで住⺠が主体となって実施する、津波避難に

特化した訓練について⽀援を⾏い、また、訓練は住⺠全員参加

を目標とし、訓練の参加を促す

○ 沿岸

避難速度向上
要配慮者の個別避難計画策定

推進

行政は、個別避難計画の策定と継続的な状況確認し、県は事業

支援を行う
○ 全県

避難場所等の正確な情報の行

政職員の理解と住⺠への周知

行政は、避難場所等の意味と役割を行政職員全員に理解させ、

その上で、住⺠に周知徹底させる必要がある
○ 沿岸

自動車避難の検討

県と市町村は地域の実情に応じ、やむを得ず自動車により避難

せざるを得ない場合においては、避難者が自動車で安全かつ確

実に避難するための方策を予め検討する

○ 沿岸

津波避難ビルの整備・指定、

避難タワーの整備

避難困難地域における緊急的な避難場所を確保するため、津波

避難ビルの指定を進めるとともに、足りない場合は、津波避難

ビル又はタワーの整備も検討する

○ 全県

避難経路の環境整備
暗闇により避難速度が低下しないよう、停電時でも点灯する太

陽光利用・電源内蔵等の照明灯を整備する
○ 全県

揺れ等地震対策建物耐震化
⾏政は、建物耐震化の啓発と、住⺠による耐震診断と耐震補強

等を支援する
◎ 全県

その他 住⺠や企業への防災啓発

行政は、ハザードマップ等を作成・周知と、時々の再確認を住

⺠に促すとともに、実践的避難訓練等の実施する。県は市町村

への事業を支援する

ー 全県

地域における核となる住⺠の

育成

行政は防災リーダー（防災士等）を増やすための防災サポー

ター制度の拡充する。県は市町村への事業を支援する
ー 全県

防災リーダーの連携体制の構

築

行政は、各地域の防災リーダーが相互に連携できるような体制

を構築する
ー 全県

避難所運営マニュアル作成指

導と事前活用の指導

最新の県の市町村避難所運営マニュアル作成モデルを基に、県

は市町村におけるマニュアル作成・更新を指導するととも、発

災時を想定したマニュアルに沿った実践的訓練等を行うよう指

導する

ー 全県

避難所備蓄品の拡充

行政は、発災時の状況（季節・時間等）も考慮した備蓄品の拡

充を行う（冬期の暖房や燃料、感染症・衛生対策、アレルギー

対策、資機材の定期的な点検等）

ー 全県
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4.5 東日本大震災津波に関する検証報告書等に記載されている課題・教訓

国・県・市町村及び防災関係機関等は、下記のとおり東日本大震災津波に関する記録誌、検証

報告書及び災害対策マニュアル集を作成し、課題や教訓などを記録している。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に対する具体的な減災対策は、これらの課題・教訓を踏ま

え、検討する必要がある。
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5.犠牲者ゼロを目指して

本県は、これまでも、明治三陸大津波、昭和三陸大津波や、チリ地震津波、そして東日本大震

災津波など、何度も大きな津波災害に見舞われてきたが、決してくじけず、県民が一丸となって、

これらの苦難を乗り越えてきた。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などの今後発生が危惧される地震・津波に対しても、再び

津波による犠牲者を決して出さないという強い決意を県民や市町村としっかりと共有し、あらゆ

る主体と連携しながら、「何としても命を守る」ことを主眼とした津波避難対策に全力を挙げて取

り組んでいく。
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6.巻末参考資料

6.1 参考検討：津波到達時間と避難に関する検討

1) 久慈市 市役所周辺の津波到達時間と避難に関する検討

参考図：日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①における久慈市役所周辺の津波 30cm 到達時

間分布

 久慈市沿岸の地域では、津波 30cm 到達時間が概ね 30 分～40 分で分布している。

 冬季の避難速度は 1.79km/h≒30m/min であることから、30 分で到達できる距離は約 900m と

なる。

 さらに、早期避難の場合でも、避難開始時間は 7 分である。

 そのため、今回のケースでは早期避難の場合でも浸水域外に到達する前に津波が到達してし

まう地域が存在する。

 被害ゼロを目指すためには、避難路の整備による避難速度の向上、自動車による避難の検討、

浸水想定区域内の避難施設（ビル・タワー）の建設・指定などの対策が必要となる。

参考：250mメッシュ別滞留人口分布図（冬 18 時）
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2) 宮古市 市役所周辺の津波到達時間と避難に関する検討

 宮古市沿岸の地域では、津波 30cm 到達時間が概ね 20 分～40 分で分布している。

 冬季の避難速度は 1.79km/h≒30m/min であることから、30 分で到達できる距離は約 900m と

なる。

 宮古市においては、市役所周辺以外は浸水域外までの距離が短い傾向にある。

 そのため、早期避難による減災効果は高いと考えられる。

参考：250mメッシュ別滞留人口分布図（冬 18 時）
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3) 久慈市、宮古市、陸前高田市、釜石市の 市役所周辺の浸水範囲と避難参考距離の比較

注）久慈市・宮古市・釜石市は日本海溝（三陸・日高沖）モデル ケース①

陸前高田市は東北地方太平洋沖地震の浸水域

 上図は、久慈市、宮古市、陸前高田市、釜石市における浸水範囲と避難参考距離（900m）の

比較図である。

 いずれも、沿岸から河川に沿って平野部（低地）が広がっており、河川に沿って津波が遡上

し平野部に浸水が広がっているが、平野部の広さはそれぞれで異なる。

 平野部に市街地があり、平野部の中心より海側に人口が多く、かつ、平野部が広い場合に被

害が多く発生すると考えられる。

 津波発生の条件が異なれば、津波到達時間、浸水深も異なるため、市町村それぞれで対策が

重要となる。
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6.2 液状化の予測

（１）液状化危険度と沈下量の予測

地盤の液状化予測手法は、浅部地盤を踏まえた上で、道路橋示方書に基づく FL法による判定法

（地表面震度、地盤の N値、地下水位、平均粒度等）により行う。

この手法では、地表から深度 20m まで実施するとともに、各地層での評価値である FL 値を用い

て、地盤全体の液状化危険度（PL値：液状化可能性指数）を予測する。液状化の予測を行う地盤

は、表 6.2-1 に示す微地形分類に対して実施する。

表 6.2-1 液状化対象微地形分類

No. 微地形分類（地盤タイプ） 区分

1 沿岸地域 液状化検討対象外

2 山地 液状化検討対象外

3 丘陵 液状化検討対象外

4 火山地 液状化検討対象外

5 火山山麓地 液状化検討対象外

6 火山性丘陵 液状化検討対象外

7 岩石台地 液状化検討対象外

8 砂礫質台地 液状化検討対象外

9 火山灰台地 液状化検討対象外

10 谷底低地 液状化検討対象地形

11 扇状地 液状化検討対象地形

12 自然堤防 液状化検討対象地形

13 後背湿地 液状化検討対象地形

14 旧河道・旧池沼 液状化検討対象地形

15 三角州・海岸低地 液状化検討対象地形

16 砂州・砂礫州 液状化検討対象地形

17 砂丘 液状化検討対象地形

18 砂丘・砂州間低地 液状化検討対象地形

19 干拓地 液状化検討対象地形

20 埋立地 液状化検討対象地形

21 礫・岩礁 液状化検討対象外

22 河原 液状化検討対象外

23 河道 液状化検討対象外

24 湖沼 液状化検討対象外
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図 6.2-1 液状化の予測手法の流れ

液状化可能性の評価については、「道路橋示方書・同解説（2017 年 12 月発行）」による、砂質

土層の液状化判定手法を採用した。

地震動計算結果より、地表から 20m までの地中のせん断応力(𝐿)と液状化対象層の繰り返し三軸

強度比(𝑅)を求め、液状化対象層ごとに液状化に対する抵抗率(𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄ )を求め、さらに地層全体

の液状化可能性指数(𝑃𝐿)を評価する。

以下に計算の手順を示す。

動的せん断強度比𝑅については、下記の方法で求めた。

𝑅 = 𝐶𝑊 ∙ 𝑅𝐿

𝑅𝐿 = {
0.082√𝑁𝑎 1.7⁄

0.082√𝑁𝑎 1.7⁄ + 1.6 × 10−6 ∙ (𝑁𝑎 − 14)4.5

(𝑁𝑎 < 14)

(𝑁𝑎 ≥ 14)

𝐶𝑊：地震時特性による補正係数（タイプ Iの地震動の場合）

𝐶𝑊 = 1.0

𝑁値及び𝐹𝑐の算出については、亀井ほか(2002)の式に従った。

𝑁𝑎 = 𝑁1 + ∆𝑁

∆𝑁 = {
0.0
20.769 × log10(𝐹𝑐)− 18
15.27

(𝐹𝑐 < 8％)

PL値の算出

各深度 F
L
値の算出

計測震度

地下水位

浅部地盤モデル
（扇状地・三角州・自然堤防・砂

州・干拓地）

地盤の物性値
（単位体積重量・平均粒径・細粒

分含有率）
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(8％ ≤ 𝐹𝑐

< 40％)

(𝐹𝑐 ≥ 40％)

ただし、

𝑁𝑎：粒度の影響を考慮する補正𝑁値

𝑁1：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した𝑁値

∆𝑁：東京低地における細粒分の影響を補正する𝑁値

地震時せん断応力比𝐿については、下記の方法で求めた。

𝐿 = 𝛾𝑑 ∙ 𝐾𝑠 ∙ 𝜎𝑉 𝜎𝑉
′⁄

𝛾𝑑 = 1.0− 0.015𝑥

ここに、

𝛾𝑑：地震時のせん断応力比の深さ方向の低減係数

𝐾𝑠：液状化に対する設計震度

𝑥：地表面からの深さ(m)

𝜎𝑉：地表面からの深さ𝑥における全上載圧(kN/m2)

𝜎𝑉
′：地表面からの深さ𝑥における有効上載圧(kN/m2)

𝐾𝑠 = 𝐴𝑚𝑎𝑥 9.8⁄

𝐴𝑚𝑎𝑥：地表最大加速度(m/s2)

9.8：重力加速度(m/s2)

地表最大加速度は、地表の震度より、童・山崎(1996)による計測震度𝐼と最大加速度𝑃𝐺𝐴の関係

式を用いて求めた。

𝑃𝐺𝐴 = 10−0.23+0.51∙𝐼

𝑅及び𝐿から、液状化に対する抵抗率を求め、震度の重み係数を考慮して𝐹𝐿を積分し、液状化指

数𝑃𝐿を計算する。

𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄

𝑃𝐿 = ∫ (1− 𝐹𝐿)(10− 0.5𝑥)𝑑𝑥
20

0
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ここに、

𝑃𝐿：液状化指数

𝐹𝐿：液状化に対する抵抗率

𝑥：地表面からの深さ(m)

メッシュごとの𝑃𝐿値より、以下の基準で液状化可能性を評価する。

図 6.2-2 PL値の算定

表 6.2-2 PL値による液状化危険度判定区分（岩崎他(1980)）

危険度ランク 極めて低い 低い やや高い 極めて高い

𝑃𝐿値 𝑃𝐿 = 0 0 < 𝑃𝐿 ≤ 5 5 < 𝑃𝐿 ≤ 15 15 < 𝑃𝐿

調査及び対策

の必要性

液状化に関する詳

細な調査は不要

特に重要な構造物

に対して、より詳細

な調査が必要

重要な構造物に対

しては、より詳細な

調査が必要

液状化対策が一般

的には必要

液状化に関する詳

細な調査と液状化

対策は不可避

液状化可能性の判定

PL値の算出

PL値による液状化危険度
の判定基準

各深度の FL値の算出
FL=R/L の算出
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液状化に伴う地盤の沈下量𝑆は、建築基礎構造設計指針(2001)に示されている補正𝑁値と繰り返

しせん断ひずみの関係を用いて、補正𝑁値と応力比のプロット点に対応する繰り返しせん断ひず

みを隣接する𝛾𝑐𝑦曲線の対数補間により求める。

繰り返しせん断ひずみ 8％の曲線より左側にプロットされる場合には𝛾𝑐𝑦 =8％とし、0.5％より

右側にプロットされる場合には、𝛾𝑐𝑦 =0.5％とする。

繰り返しせん断ひずみ𝛾𝑐𝑦を体積ひずみ𝜀𝑉として読み替える。

沈下量𝑆は以下のように推定した。

𝑆 = ∑(𝐻𝑖 × 𝜀𝑉𝑖)

𝑛

𝑖=0

ここに、

𝐻𝑖：𝐹𝐿 < 1.0となる土層𝑖の層厚

𝜀𝑉𝑖：𝐹𝐿 < 1.0となる土層𝑖の体積ひずみ

𝑛：𝐹𝐿 < 1.0となる土層数

図 6.2-2 補正 N 値と繰り返しせん断ひずみの関係

（建築基礎構造設計指針、2001 年 10 月、日本建築学会より）

※本検討では、図中の縦軸「応力比𝜏𝑑 𝜎𝑧
′⁄ 」に「地震のせん断応力比𝐿」を適用する
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液状化液状化対象微地形に対して、液状化解析を行い、液状化危険度及び沈下量を算出した。

なお、液状化危険度分布図内の液状化履歴は、東北地方太平洋沖地震のものである。

図 6.2-3 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化危険度分布図
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図 6.2-4 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化沈下量分布図
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図 6.2-5 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化危険度分布図
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図 6.2-6 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化沈下量分布図



454

図 6.2-8 「東北地方太平洋沖地震」の液状化危険度分布図
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図 6.2-9 「東北地方太平洋沖地震」の液状化沈下量分布図
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（２）液状化による建物被害リスク

液状化による建物被害リスクは、藤原ほか（2018）より、以下の方法で算出した。

𝑅𝑙𝑖𝑞 = 𝑃𝑙 × 𝑅𝑝𝑎 × 𝑅𝑏𝑙

ここに、

𝑅𝑙𝑖𝑞：液状化による建物被害リスク

𝑃𝑙：液状化発生確率

𝑅𝑝𝑎：液状化が発生したメッシュの液状化面積率

𝑅𝑏𝑙：液状化が発生した場合の建物被害リスク

液状化発生確率は、全国 250m メッシュ別の微地形区分を用いて発生確率を計算する松岡ほか

（2011）を用いて算出した。

𝑃𝑙 = 𝜙 [
𝐼 − 𝜇

𝜎
]

ここに、

𝜙[ ∙ ]：正規分布の累積分布関数

𝐼：計測震度

𝜇：平均値

𝜎：標準偏差

また、最小二乗法による回帰分布から得られたパラメータを表 6.2-3 エラー! 参照元が見つか

りません。に、液状化発生確率を図 6.2-10 に示す。なお、全壊率の計算目的は液状化が発生しや

すいメッシュを評価することであるため、表 6.2-3 の①～④に属する微地形区分のみを計算対象

とし、砂礫質台地は除外した。

表 6.2-3 微地形区分による回帰分布から得られたパラメータ

No. 微地形区分 平均値μ 標準偏差σ

①
自然堤防、旧河道、砂丘末端、緩斜面、

砂丘間低地、干拓地、埋立地

6.960 0.761

②
扇状地、扇状地（傾斜<1/100）、砂州・

砂礫州

7.160 0.773

③ 後背湿地、三角州・海岸低地、砂丘 7.906 0.993

④
砂礫質台地、谷底低地、谷底低地（傾斜

<1/100）

7.231 0.628

⑤ 上記以外 9.873 1.197
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図 6.2-10 グループごとに統合した時の計測震度と液状化発生確率の関係

液状化が発生したメッシュ内の液状化面積率は、1983 年日本海中部地震や 2004 年新潟県中

越地震の被害データを基に設定した山本ほか（2009）の微地形区分ごとの液状化面積を適用し

た（表 6.2-4）。液状化が発生した場合の建物被害リスクは、1960 年以前築の木造建物を対象

とし、中央防災会議（2003）の手法を用いた（表 6.2-5）。

表 6.2-4 微地形区分ごとの液状化面積率

微地形区分 液状化面積率 微地形区分 液状化面積率

谷底低地 3％ 旧河道 25％

扇状地 1％ 砂州・砂礫州 5％

自然堤防 10％ 砂丘末端緩斜面 15％

後背湿地 3％ 砂丘間低地 5％

三角州・

海岸低地

（日本海側）

10％

砂丘 5％

干拓地 15％

（太平洋側）

2％

埋立地 20％

表 6.2-5 液状化発生時の建物被害リスク

木造建物 非木造建物

1960 年以前築 1961 年以降築 杭なし 杭あり

13.3％ 9.6％ 23.2％ 0.0％
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各地震動における液状化発生確率と液状化による建物被害リスクを以下に示す。液状化が発生

した際の建物被害リスクは、「1960 年以前築の木造建物」を対象とした。なお、追加の検証とし

て、計測震度 5.15（震度 5強相当、最大加速度 250gal）の地震を仮定した際の結果も示す。

図 6.2-11 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化発生確率
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図 6.2-12 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化による建物建物被害リスク
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図 6.2-13 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化発生確率
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図 6.2-14 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化による建物被害リスク
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図 6.2-15 「東北地方太平洋沖地震」の液状化発生確率
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図 6.2-16 「東北地方太平洋沖地震」の液状化による建物被害リスク
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図 6.2-17 「計測震度 5.15（震度 5強）相当」の液状化発生確率
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図 6.2-18 「計測震度 5.15（震度 5 強）相当」の液状化による建物被害リスク
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6.3 崖崩れ（土砂災害）の予測

崖崩れ等における危険度予測は、岩手県地震・津波シミュレーション及び被害想定調査（2004）

より、斜面の危険度ランク（第一次判定ランク）と計測震度データの関係を用いたマトリクス

判定基準により判定した（表 6.3-1）。

表 6.3-1 震度階級による判定ランクの振り分け

第一次判定ランク
震度階級

〜5 弱 〜5 弱 〜5 弱 〜5 弱

(A) D B A A

(B) D C B A

(C) D D C B

※ランク A：崩壊危険度が高い、ランク B：崩壊危険度がやや高い、

ランク C：崩壊危険度は低い、ランク D：崩壊発生の可能性が低い

急傾斜地崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用し、表

6.3-2、表6.3-3に示すもので評価した。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図6.3-1に、

地震による急傾斜地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-2～図 6.3-4 に示す。



467

表 6.3-2 急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準

（日本道路協会道路震災対策委員会(1986)より）

項目 対象 基準 点数

斜面高(H)m 斜面の高さ

50≦H 10

30≦H＜50 8

10≦H＜30 7

H<10 3

斜面勾配(α) 傾斜度

59°≦α 7

45°≦α＜59° 4

α＜45° 1

オーバーハング 横断形状
オーバーハングあり 4

オーバーハングなし 0

斜面の地盤 地表の状況

⻲裂が発達・開⼝しており転⽯・浮⽯が点在する 10

⾵化・⻲裂が発達した岩である 6

礫混じり土、砂質土 5

粘質土 1

⾵化・⻲裂が発達していない岩である 0

表土の厚さ 表土の厚さ
0.5m以上 3

0.5m 未満 0

湧水 湧水
有 2

無 0

落石/崩壊頻度 崩壊履歴

新しい崩壊跡がある 5

古い崩壊跡がある 3

崩壊跡は認められない 0

表 6.3-3 基準要素点別斜面危険度ランク表

斜面の危険度ランク

（第一次判定ランク）
表 6.3-2 による基準要素点

ランク a 24 点以上

ランク b 14〜23 点

ランク c 13 点以下
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図 6.3-1 急傾斜地崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-2 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-3 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-4 「東北地方太平洋沖地震地震」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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山腹崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用した。第一次

判定ランクは、山地被災害危険地区調査要領（H28 林野庁）に従い、表 6.3-4～表 6.3-7 に示すも

ので評価されている。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図 6.3-5 に、地震による急傾斜

地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-6～図 6.3-8 に示す。

表 6.3-4 急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準

（日本道路協会道路震災対策委員会(1986)より）

調査項目 単位 区分
地質

第1類 第 2類 第 3類 第 4類 第 5類 第 6類 第 7類

１ 傾斜 ％

0〜30 0 0 0 0 0 0 0

31〜50 6 22 13 12 31 23 14

51〜70 32 47 46 30 61 49 36

71〜90 49 60 51 42 71 66 60

91〜 54 64 46 52 61 57 70

２
縦断

面形

凹形 23 27 22 22 31 28 30

平滑 8 18 16 12 18 17 8

複合 0 15 0 0 0 21 0

凸形 0 0 4 4 16 0 4

３
横断

面形
度

〜150 12 4 22 22 31 28 30

151〜210 23 27 19 12 12 15 20

211〜 0 0 0 0 0 0 0

４ 土層深 ｍ

0.5 以下 0 0 0 0 0 0 0

0.5〜1.0 以下 5 5 3 3 4 4 6

1.0〜2.0 以下 8 9 7 7 10 9 10

2.0 超 15 18 15 15 20 19 20

５ 齢級

1 26 31 25 25 35 32 34

2〜3 39 46 36 37 51 47 50

4〜7 28 33 28 28 37 34 36

8〜11 26 31 25 25 35 32 34

12 以上 23 27 22 22 31 28 30

※第１類：火山性の第四紀堆積物

第 2類：水成の第四紀堆積物

第 3類：新第三紀層の堆積岩

第 4類：古第三紀以前の堆積岩

第 5類：火山岩

第 6類：半深成岩・深成岩

第 7類：変成岩
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表 6.3-5 非多雨地域における山腹崩壊危険度点数表（その 2）

危険度 表 6.3-4 による危険度点数

a1 125 点以上

b1 115 点以上 125 点未満

c1 100 点以上 115 点未満

表 6.3-6 被災危険度判定表

危険度 公共施設等の種類及び数量

a2 公用若しくは公共用施設（道路を除く）又は

10⼾以上の⼈家がある場合

b2 5⼾以上 10⼾未満の⼈家がある場合

c2 5⼾未満の⼈家がある場合

表 6.3-7 山腹崩壊の危険度判定表（第一次判定ランク）

危険度 危険度点数

(A) a1−a2、a1−b2、b1−a2

(B) a1−c2、b1−b2、c1−a2

(C) b1−c2、c1−c2、c1−b2



474

図 6.3-5 山腹崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-6 「日本海溝（三陸・日高沖モデル）」の山腹崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-7 「千島海溝（十勝・根室沖モデル）」の山腹崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-8 「東北地方太平洋沖地震」の山腹崩壊の危険度予測結果
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地すべり崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用した。

第一次判定ランクは、山地被災害危険地区調査要領（H28 林野庁）に従い、表 6.3-8～表 6.3-11

に示すもので評価されている。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図 6.3-9 に、地震に

よる急傾斜地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-10～図 6.3-12 に示す。

表 6.3-8 地すべり危険度ランク判定表（その 1）

調査項目 判定項目
危険度ランク

a b c d

地質 地質の走向 流れ盤

岩石の変質又は風化の状況 著しい ある

断層及び破砕帯 破砕帯が

ある

表層土の土質 粘性土

地況 滑落崖、⻲裂、陥没⼜は隆起 3 種類

ある

2種類

ある

1種類

ある

沼地、湿地の規則的な配列、

異常な地下水の湧水

3種類

ある

2種類

ある

1種類

ある

植生 立木の傾斜等の異常 著しい ある

地すべり

状況

地すべり活動 移動して

いる

過去に移

動した
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表 6.3-9 地すべり危険度ランク判定表（その 2）

危険度 表 6.3-8 による危険度点数

a1 125 点以上

b1 115 点以上 125 点未満

c1 100 点以上 115 点未満

表 6.3-10 被災危険度判定表

危険度 公共施設等の種類及び数量

a2 公用若しくは公共用施設（道路を除く）又は

10⼾以上の⼈家がある場合

b2 5⼾以上 10⼾未満の⼈家がある場合

c2 5⼾未満の⼈家がある場合

表 6.3-11 地すべり崩壊の危険度判定表（第一次判定ランク）

危険度 危険度点数

(A) a1−a2、a1−b2、b1−a2

(B) a1−c2、b1−b2、c1−a2

(C) b1−c2、c1−c2、c1−b2
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図 6.3-9 地すべり崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-10 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の地すべり崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-11 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の地すべり崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-12 「東北地方太平洋沖地震」の地すべり崩壊の危険度予測結
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